
第一優先の取り組みは
ケーブルプラットフォーム

　日本ケーブルラボは今までセットトッ
プボックスなどの業界統一仕様、運用仕
様、ガイドラインを作ることが業務の中
心でした。今後はそれだけでなく、実際
にケーブルテレビ事業者がどう技術を活
用して競争に勝ち抜くかというビジネス
的視点による技術提言やコンサルにも力
を入れていきます。
　現在、日本ケーブルテレビ連盟はケー
ブルプラットフォームの実現に向けた取
り組みを進めています。ケーブルプラッ

トフォームはケーブルテレビ事業者が競
争を勝ち抜くために必要です。日本ケー
ブルラボはケーブルプラットフォームに
関わる4K/8K、無線利活用、ID・SMS
連携（含；公的個人認証連携）などの技
術的な課題にも優先的に取り組んでいき
たいと考えています。

「FTTH化か、HFC継続か」
コスト分析シミュレータが判断

　ケーブルテレビ事業者が最も悩まれて
いることは、伝送インフラをFTTH化す
べきか、HFCをこのまま使っていくべき

かということです。日本ケーブルラボに
も地方のケーブルテレビ事業者から問い
合わせがいくつか寄せられています。日
本ケーブルラボはそれぞれ事業環境が
異なるケーブルテレビ事業者に対して、
インフラ整備の方向性を提案できる方策
として、「伝送インフラコスト分析シミュ
レータ」を現在開発しています。
　各ケーブルテレビ事業者の事業環境に
関する加入者数、人口密度、設備原価
償却状況といったさまざまなパラメータを
入力すると、FTTH化にすればどのくら
い収益が伸びるのか、現状のHFCの方
が良いのかといった予測ができます。シ

ケーブル3団体理事長に聞く
「ケーブルテレビ業界が今実行すべき技術課題は何か」

①日本ケーブルラボ 編
ケーブルプラットフォーム、HFC/FTTH、
4K/8K、無線、RGW、仮想化
の仕様策定と研究に注力

「ケーブル技術ショー2015」が6月10日・11日に都内で開催される。同月は1955年6月に群馬・伊香
保温泉で日本初のケーブルテレビが開業してから60周年に当たる。そこで本誌は「ケーブルテレビ
60周年」と「ケーブル技術ショー」の大特集を今月号から3号にわたって連載する。連載大特集で
は、「ケーブルテレビ業界が今実行すべき技術課題は何か」をケーブル3団体理事長に聞く。第1
回目の今月号は、日本ケーブルラボ編。藤本勇治理事長が語った。また、伝送システム、端末、
ケーブルプラットフォーム、4K/8K、次世代サービスの5つの技術分野について、日本ケーブルラボ
の各分野責任者が注目点と取り組みを語った。（「ケーブル3団体理事長に聞く」は、第2回目「日本
CATV技術協会 編」（6月号）、第3回目「日本ケーブルテレビ連盟 編」（7月号）の予定）

3号連載「ケーブルテレビ60周年」&「ケーブル技術ショー」大特集
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ミュレータはPCで使えるソフトウェアとし
て提供します。各ケーブルテレビ事業者
が自社のパラメータをPCで入力すると、
結果の数値がわかりやすいビジュアル表
示で出てきます。シミュレータの算術式は、
設備投資による収益増などの実績値を基
に、日本ケーブルラボで作りました。これ
はシミュレータという道具を使った日本ケ
ーブルラボによるコンサルと言えます。
　シミュレータの第一弾はソフトと操作
手引書などをセットにして、全国のケー
ブルテレビ事業者に4月中に配布したい
と思っています。今後さらに性能を高度
化して精度を向上させ、よりケーブルテ

レビ事業者の実態に即したものにバージ
ョンアップさせる予定です。

プラットフォームの活用で
4Kの設備投資は削減できる

　4K実用放送はケーブルテレビ業界の
よいアピールポイントになります。4Kの
RF放送にはCASやEPGをどうするかと
いう問題が残っていますが、ケーブルテ
レビならではの4Kサービスとしてシンボ
リックな売りになるサービスです。
　4Kに関してケーブルテレビ事業者が
今最も気にしていることは、「4Kサービ

スをやりたいが、どのくらいコストがかか
るのか」ということです。特に地方のケ
ーブルテレビ事業者は、すぐにビジネス
になるかどうか見えない4Kを何億円もの
コストをかけて始めることはできません。
そのため日本ケーブルラボでは日本ケー
ブルテレビ連盟と連携してケーブルテレ
ビ事業者が4K設備にかかるコストを最
小限とするソリューションを提供してい
こうと考えています。
　結論から言いますと、ケーブルテレビ
業界の4Kサービスはスモールスタートが
よいと思います。スモールスタートには最
もコストがかからないIP-VODからサービ

藤本勇治
一般社団法人日本ケーブルラボ
理事長

⃝取材・構成：渡辺 元・本誌編集部
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スを始めるという方法もあります。その後
IPリニア放送を始め、さらにRF放送を開
始するというように段階的に進められま
す。4Kのスモールスタートのコストを低
減するためには、ケーブルプラットフォー
ムの活用が欠かせません。理想的な4K
設備を用意しようすると、現在の2K設備
の2倍以上の設備投資が必要となりま
す。しかしスモールスタートで4Kを始め
る場合、例えば最初からEPGを各ケーブ
ルテレビ事業者から提供する必要がある
のでしょうか。従来の自社の設備をでき
るだけ兼用して、CASやEPGなどの機能
はできるだけ4K有料管理事業者である
JDS、JCCに委託すれば、各ケーブルテ
レビ事業者の4K対応ヘッドエンドへの設
備投資を極力抑えることができます。
　4Kサービス開始当初は、各ケーブル
テレビ事業者が制作した4Kコンテンツを
AJC-CMSを使って放送するというやり
方があります。最初はCASが不要になる
無料放送で4K番組を提供してもよいと
思います。このような4K実用放送のコス
ト削減方法を日本ケーブルラボは業界に
提言していきます。
　また、コミチャンの4K番組を自社で制
作するケーブルテレビ事業者に対して
は、低価格の4K編集システムを複数の
メーカーに開発してもらっています。試
作機を3月に仕上げ、その後実際にケー
ブルテレビ事業者が試験的に導入して
評価を行ってもらいます。その結果を受
けて日本ケーブルラボで最終チューニン
グを行い、今年4月中に完成させます。
ケーブルテレビ事業者にはメーカーから
販売します。日本ケーブルラボでは、こ
のシステムを4Kスマート編集システムと
呼んでいます。

Wi-Fiローミング運用仕様
MVNOのコンサルなど検討

　無線に関して日本ケーブルラボが今最

優先で取り組んでいるのは、Wi-Fiのロ
ーミングです。米国ではコムキャストと
ケーブルビジョンなど大手MSOが連携
し、お互いに他社の加入者が自社のエリ
ア内に移動してきた時に、ローミングで
Wi-Fiを使えるサービスを提供していま
す。米国ケーブルラボはこのWi-Fiロー
ミングのスペックを策定しましたが、さら
に最近は、大手MSO間のWi-Fiローミン
グだけでなく、規模を拡大して米国全土
のMSO以外のケーブルテレビ事業者や
全世界の事業者をもカバーしたWi-Fiグ
ローバルローミングの仕組みの検討も始
めたという情報を得ています。同様に日
本ケーブルラボも3年前、Wi-Fiローミン
グ運用仕様を策定し認証、SSIDなどに
関して規定しました。
　Wi-Fiの課題は、ケーブルテレビ事業
者がWi-Fiのアクセスポイントを持たな
ければいけないことです。東海地方など
では一部のMSOがWi-Fiサービスを始め
ていますが、全国的な浸透度はまだ高く
ありません。しかし2020年の東京オリン
ピックで海外から訪れる観光客にいかに
ホットスポットを提供するかが課題にな
っていますので、ケーブルテレビ事業者
にとってはビジネスチャンスです。日本
ケーブルラボは現在のWi-Fiローミング
運用仕様を改訂するなどの取り組みを
米国ケーブルラボと歩調を合わせて実
施していくことを検討しています。
　無線に関しては、MVNOについての
コンサル的業務も具体的な検討項目にな
っています。ケーブルテレビ事業者によ
るMVNOでは、どれだけの無線設備を
持つかが課題です。そのためL2接続や
L3接続を行うとどのくらい収益が伸び、
コストがかかるのかといったことをコスト
分析を中心にしてコンサルを提供しま
す。各ケーブルテレビ事業者における
MVNOサービスの将来を予測するわけ
です。
　地域BWAに関しては、今のところ実

施するケーブルテレビ事業者数が思うよ
うに伸びていないという現状があります。
一方でMVNOと地域BWAの両方の機能
をサポートしたデュアルモード端末が製
品化され、事業環境が整いつつあります。
　無線はこれからのケーブルテレビ業界
の命綱の一つになる重要なサービスであ
り、ケーブルテレビ事業者はやっていか
なければなりません。日本ケーブルラボ
はこのような視点から、日本ケーブルテ
レビ連盟をサポートしながらケーブルテ
レビの無線サービスに技術的に対応して
いきます。

事業者の経営判断を支援する
コンサル業務に注力していく

　現在、FTTH化、4K、無線導入など
に対して総論賛成ですが各論では躊躇
しているケーブルテレビ事業者は少なく
ありません。決断がつかない理由は、そ
の分野の情報が十分手に入らないことで
す。経営判断に迷ったときに手を差し伸
べるような情報提供をケーブルテレビ事
業者は求めています。日本ケーブルラボ
にはコンサルなどによってその穴埋めを
する役割があります。ケーブルテレビは
特殊な事業環境ですが、一般論ではな
くその実態に合ったコスト分析や提言を
すれば、ケーブルテレビ事業者は新サー
ビスの開始にあたり混乱しません。日本
ケーブルラボはこのようなケーブルテレ
ビ事業者の要望に応えるコンサル業務に
重点を置いていきます。
　日本ケーブルラボの2015年度事業計
画でも、ケーブルテレビ業界の競争力を
確保するためにケーブルテレビ事業者と
日本ケーブルテレビ連盟に対して貢献す
る役割を強調しています。日本ケーブル
ラボはケーブルテレビ事業者あっての組
織です。従来からの運用仕様策定はも
ちろん重要な業務ですが、今後はコンサ
ルなどケーブルテレビ事業者に対するサ
ポート的な業務を増やしていく考えです。
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左から、柴田達雄・一般社団法人日本
ケーブルラボ 実用化開発グループ長、
山田 満・実用化開発グループ主任研
究員、徳竹政幸・認定グループ長、内
藤明彦・企画管理グループ長、福岡克
記・事業調査グループ長

　現在ケーブルテレビ事業者のHFCは大部分が64QAMで伝送しており、
256QAMはほとんど使われていません。しかし同じ6MHz帯域でも地デジ
が実質16Mbpsなのに対して、ケーブルテレビのHFCを使った64QAM伝
送は29Mbps弱で伝送できます。4Kは実効25Mbpsで充分な品質が得ら
れますので、HFCによる64QAM伝送で4Kコンテンツを充分送れるわけ
です。これはケーブルテレビの強みになります。
　光伝送に関しては、マンションの入り口まで光ファイバーがつながって
いる場合、その先の棟内をどうするかが課題です。この問題は特に都市
部のケーブルテレビ事業者がFTTH化に踏み切れない大きな理由の一つ
になっています。NTTなどの通信事業者は通常、MDFから先の棟内回線
に電話回線を使ったVDSL方式を採用しています。それに対してケーブル
テレビはC-DOCSISを採用することによって、棟内の同軸ケーブルを使っ
た高速伝送サービスが可能になります。光ファイバーをマンションまで引
き、棟内にCMTSを小型化したC-DOCSISを設置することによって、既存
同軸ケーブルと既存ケーブルモデムをそのまま使えます。C-DOCSISはメ
ッセンジャーワイヤーでマンションの近傍に設置することも可能です。
C-DOCSISは今ケーブルテレビ事業者が注目している技術です。日本ケ
ーブルラボはC-DOCSISに関して、ケーブルテレビ事業者数社が参加し
た集合住宅通信高速化WGで調査を行っています。実際にケーブルテレ
ビ事業者で評価試験を実施し、現在報告書をまとめているところです。
　PONに関する取り組みも進めています。これまで日本のケーブルテレ
ビ事業者では、GPONよりもEPONを導入する事業者が多数を占めていま

した。EPONは異なるベンダーのシステム間の厳密な相互接続が保証さ
れていません。この問題に対して日本ケーブルラボでは、異なるベンダー
間でのEPONの相互接続仕様を作っています。2015年度中には物理レイ
ヤーの相互接続実証実験を実施する計画を進めています。
　一方、GPONはEPONより伝送距離が長いこと、EPONは1Gbpsなの
に対してGPONは2.5Gbpsと高速であることなど、GPON導入には利点が
あります。そこに価格が低い中国製システムが市場に出てきたことによっ
てここ数カ月、GPONを導入する事業者が出てきています。また、GPON
はITU-T勧告に則り運用・保守に関して規格化されているため、異なるベ
ンダーのシステム間でも相互接続できます。長期的には、米国ケーブル
ラボはEPONとGPONを2020年を目途に一つのPON方式（OnePON）に
統合するプロジェクトを始めています。これが実現すれば、EPONと
GPONのどちらを導入すればよいか悩む必要がなくなるかもしれません。
日本ケーブルラボではこの動向に注目しています。
　4Kについては、日本ケーブルラボは第3世代STBの仕様を既存のケー
ブル伝送方式であるJ.83 Annex Cによる4K伝送に対応できるようにしま
した。（談）

つの主要技術分野別

日本ケーブルラボの「注目点」と「取り組み」
5

1■伝送システム
集合住宅対策でC-DOCSISに期待
EPON・GPON統合の「OnePON」に注目

柴田達雄 一般社団法人日本ケーブルラボ
実用化開発グループ長

2■端末クラウド活用の「未来端末」を研究多様なサービス展開を目指す
レジデンシャルゲートウェイにも注目

山田 満  一般社団法人日本ケーブルラボ
 実用化開発グループ主任研究員

　日本ケーブルラボは第3世代STBの機能要件書を策定し、4K、ハイブ
リッドキャスト、リモート視聴の3サービスをサポートさせました。リモート
視聴はこれから実証実験を実施します。2015年には第3世代STBの製品
が発売される見込みです。日本ケーブルラボはケーブルテレビ事業者、メ
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　日本ケーブルテレビ連盟が主体となり業界全体がケーブルプラットフォーム
に取り組んでいます。小規模なケーブルテレビ事業者にとっては、新サービス
開始やサービス追加などのための設備投資は大変な負担になります。業界全
体でケーブルプラットフォームを作り共通のサービスを提供すれば、小規模の
ケーブルテレビ事業者もコストを掛けずにサービスのレベルアップを図ること
ができます。ケーブルプラットフォームの開始当初に想定されているサービスは、
IP-VOD、IPリニア放送、監視、ネットワークDVRなどです。ケーブルプラット
フォームはケーブルテレビ事業者の競争力強化に必要なシステムです。
　そのケーブルプラットフォームのコアになる部分はID連携基盤です。その周
りに各サービスを提供する準プラットフォームが集まり、全体でいろいろなサー
ビスを提供していきます。現状ではケーブルテレビ事業者は各ユーザー別の
契約者番号を設定していますが、ユーザーにとって親近感がある個人IDは使
われていません。しかし今後のケーブルテレビのサービスは、イーコマース（EC）
や個人向け広告など個人ベースのサービスが重要になってきます。そのためケ
ーブルプラットフォームでは、流通しやすいIDとしてケーブルテレビ業界の共
通IDを新設する構想があります。ID連携基盤で共通IDを使うと、ケーブルプ
ラットフォーム内でのケーブルテレビ事業者間のID連携や、公的個人認証のマ
イナンバーカードを使って外部の公的機関やECサイトなどとのID連携が可能
になります。
　ケーブルテレビ業界外部とのID連携によるユースケースとしては、例えばテ
レビからECでショッピングする際のID連携による決済があります。ユーザーは
一つのIDで複数のサービスにシングルサインオンでアクセスできるようになりま
す。まだ共通IDの体系など詳細は決まっていませんが、現在ID連携基盤の青
写真を日本ケーブルテレビ連盟で描き、その技術的サポートを日本ケーブルラ
ボが行っています。
　ケーブルプラットフォームの要件としては、セキュリティの高さが求められて
います。国の公的個人認証とのID連携には、ケーブルプラットフォームではプ
ロトコルにはSAMLを使うなど高いセキュリティを実現します。ID連携基盤と事
業者の加入者管理システム（SMS）のインターフェースも課題です。両者間で
のレスポンス回数を減らし、なるべくSMSにインパクトを与えない方式にします。
　共通IDを使ったID連携は、ケーブルテレビ業界と外部の業界がビジネス連
携を行っていくために必要です。個 の々ケーブルテレビ事業者が外部の業界
と交渉しても、連携を実現するのは簡単ではありません。ケーブルテレビ業界
のパワーを増すためには、共通IDによる業界間のID連携が必要なのです。日
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【図】「未来端末」の概念 （日本ケーブルラボの資料より）

3■ケーブルプラットフォームプラットフォームのコアとなる
「ID連携基盤」の技術支援に注力

徳竹政幸  一般社団法人日本ケーブルラボ
認定グループ長

ーカーとともに第3世代STBの商用化に向けた取り組みを進めていきます。
　日本ケーブルラボは「未来端末」に関する技術検討を昨年から行ってい
ます。現在STBの高機能化が進み、いろいろな機能が搭載されています。
しかし世の中の技術動向は、クラウド化や仮想化といったキーワードに代
表されるネットワークへの機能シフトに向かっています。そのため日本ケー
ブルラボは、STBなどケーブルテレビ用端末のネットワークへの機能シフ
トについて昨年から検討を始めました。
　未来端末のストレージはネットワークDVRになっていくでしょう。ネット
ワークの仮想化でファイヤーウォールやNAT機能もレイヤー 2でクラウド
と結ばれ、ケーブルテレビユーザーのドメインで家庭からクラウドの入り口
までつながるようになると考えられます。そうするとDLNAのサーバーもネ
ットワーク側に置き、家庭内のDLNA対応機器はクライアントになるという
形態にシフトします。5年後にはケーブルテレビ用端末がそのような姿に
なると予想しています。2015年度にはネットワーク仮想化に関してさらに
深掘りしていき、未来端末のプロトタイプを作ることを目指しています。
　ケーブルテレビ事業者は自社のネットワークをただ乗りされるOTTを非
常に危惧しています。日本ケーブルラボは競合事業者のOTTに対抗できる
端末として、レジデンシャルゲートウェイ（RGW）の仕様に関して昨年から
今年にかけて検討しました。RGWではホームネットワーク上の様々なセン
サーデバイスも活用でき、このため、アプリケーションが非常に幅広いと
同時に、通信方式も非常にバラエティに富んでいます。例えばホームネッ
トワーク側の通信方式としては、ECHONET Lite、ZigBee、Z-Waveなど
があり多様です。まだ現段階では、ケーブルテレビがこれらのどの方式を

使ってRGWを実現するかは決められません。そのためこれらの方式をどの
ように組み合わせるのがよいかを検討して、ガイドラインとしてまとめまし
た。2015年度にはさらにプロトタイプを作り、ケーブルテレビ事業者に示
したいと計画しています。特定ベンダーに閉じた通信方式の採用にはオー
プン性という点で問題があるため、日本ケーブルラボはよりオープンな技
術でRGWのプラットフォームを作る方針です。
　ID連携のプラットフォームに対応した端末にも取り組んでいます。日本
ケーブルテレビ連盟は公的個人認証のマイナンバーカードを使ってケーブ
ルテレビサービスの認証を行う方式の検討に力を入れています。この場合、
STB、リモコン、タブレット、スマホなど様々なデバイスにマイナンバーカ
ードを読み込む機能を付ける可能性があります。日本ケーブルラボは日本
ケーブルテレビ連盟等とも連携し、2015年度の早い段階でこれらの仕様
策定に着手する予定です。（談）
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【図】 ケーブルプラットフォームとID連携基盤
 （日本ケーブルラボの資料より）

　日本ケーブルラボは第3世代STBに関して、HEVC（H.265）による圧
縮で4Kコンテンツを6MHz帯域で流せる自主放送とIP-VODのスペックを
2014年度に決めました。MPEG2、H.264、H.265のコンテンツを同時送
信しても、第3世代STBで正しくデコードでき、既存のSTBにも影響を及
ぼさないようなスペックになっています。4KのRF放送だけでなく、4Kの
IP伝送のスペックも策定しました。RF放送のサービスではコンテンツ保
護方式にCASシステムを使いますが、IP伝送ではDRMを使用します。自
主放送サービスのスクランブル方式には、今のところ124度/128度CSと
同じく、現状のMULTI2を採用していますが、BSと110度CSでの4K・8K
サービスでは128bitのAES-128もしくはCamelliaを使用することが決まっ
ています。ケーブルテレビでもそれに対応していくことが今後の課題にな
ります。現在のC-CASは64bitですが、4K/8K放送では128bitになり、安
全性を高めるため、ダウンロードにより変更が可能なダウンローダブル
CAS（D-CAS）を使用することになります。NHKも技研公開で展示し、
ARIBのスタンダードでも128bitのスクランブルシステムが規定されていま
すので、ケーブルテレビもそれに対応します。日本ケーブルラボでは
D-CASの検討ワーキンググループを立ち上げ、そこでCASに関する取り
組みを始めています。D-CASにはARIBのスタンダードもありますが、ま
だ運用仕様が発表されていませんので、日本ケーブルラボはコンパチビリ
ティについて見ながら、どういうCASシステムがケーブルテレビ業界にと
って望ましいか検討を行っています。BS17チャンネルでの4K/8K放送が
2016年秋ごろに始まるため、それに対応できるようにするには、STBの
製品化のためにもある程度の期間前もって決めなければいけません。これ
から出てくるARIBのTRも考慮しながら、ケーブルテレビ業界で使用する
D-CASのスペックを決定していきます。CASに関する検討は、2015年度
の日本ケーブルラボでの4K/8Kに関する取り組みにおける中心テーマに
なります。2015年度中にアウトプットを出す予定です。

　ケーブルテレビの次世代サービスについて、日本ケーブルラボはレジ
デンシャルゲートウェイを使ったスマートホームや4Kサービスなどを検討
してきました。ユーザーにとってはケーブルテレビ以外にもサービスの選
択肢がたくさんある中で、もっとユーザーの近くに行き、選択していただ
けるような、ユーザエクスペリエンスを高められるサービスを提供しなけ
ればいけません。4Kなどの高精細映像はそのようなサービスです。
　日本ケーブルラボの取り組みとしては、従来のユーザインターフェース
を改良した「優しいUI」への取り組みも行っています。既存のUIとの大き
な違いは、STBなどの端末にユーザーを識別させるためにユーザーが自分
の名前やパスワードを入力する必要がないことです。端末が顔認識、指
紋認証、虹彩認証、音声認識、ジェスチャーなどでユーザーを認識します。
優しいUIについては昨年に実証実験を実施しました。実証実験のほか、す
でに市販されたり展示会に出展された新しいインターフェースの端末を購
入して評価するといった、机上での評価も行っています。この分野は今
後も調査を継続していきます。
　ケーブルテレビ事業者が新しいサービスを提供するために新しい設備
を次々に導入していくことは、施設のキャパシティの面でも予算面でも課
題があります。各事業者が大きな設備投資をせずに最新のシステムを構
築したり利用したりできる方法として、仮想化やクラウドがあります。こ
れらの新しい技術動向を調査していきます。
　SDNはネットワークを非常に効率的に利用するという視点で定義され、
対応製品分野も多数あります。小規模なケーブルテレビ事業者がSDNを
どこまで活用できるかは課題ですが、ケーブルテレビのバックエンドにあ
る通信キャリアとのインターフェースには仮想化技術を活用できます。米
国ケーブルラボでは、仮想化についてはSDNなどのプロトコルをそのまま
ケーブルテレビに採用するのではなく、ケーブルテレビが使用している
CMTSと仮想化されたシステムとの連動をどう図るか、仮想化の標準化
団体と連携して取り組みを進めています。ケーブルテレビで活用できる
SDNの一つの例としては、STBをvCPE化（仮想化）することによって、
今までSTBに持たせていた機能をネットワーク側に置き、端末側をより簡
素化させてSTBの機器のコストと運用にかかるコストを軽減することがで
きると期待しています。
　ほかにも、帯域利用を効率化できるIPによる配信の仕組みについて、
2015年も引き続きウォッチしていきます。（談）
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4■4K/8KダウンローダブルCASの仕様策定へ
複数搬送波など8K伝送方式も検討

内藤明彦 一般社団法人日本ケーブルラボ
企画管理グループ長

5■次世代サービス「ユーザエクスペリエンスを高めるサービス」
仮想化やクラウドの最新技術動向も調査

福岡克記 一般社団法人日本ケーブルラボ
事業調査グループ長

　ケーブルテレビ事業者が4Kでコミチャン番組を制作する場合、現在は
4Kカメラの価格が安くなり自社の機材で撮影できるようになってきました
が、4K編集機はまだまだ高価なのが現状です。日本ケーブルラボでは、
簡易な機能で廉価な4K編集機を複数メーカーに委託して試作し、評価を
進めています。導入するケーブルテレビ事業者から、例えばストレージを
増やしたい、このインターフェースに統一したい、といった要望がある場
合は、柔軟にカスタマイズできる仕組みにします。価格は従来の4K編集
機の1/10を目標にしています。今後4K編集機としての機能や編集に使用
するPCの最適化などに取り組んでいきます。
　8KはDVB-C2では6MHz帯域で送れません。8Kの伝送方式としては、
NHKが提案している複数搬送波伝送方式などがありますので、ケーブル
テレビ業界としてどの方式を採用するか、今後検討していきます。　（談）

本ケーブルラボは理想的なケーブルプラットフォームの技術的骨組みを検討し
て、日本ケーブルテレビ連盟に示しています。今年からケーブルプラットフォ
ーム構築に向けた具体的な開発段階に入り、日本ケーブルラボの役割が大き
くなっています。（談）
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